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研究成果の概要（和文）：プロジェクト型学習における学内外のSNSの活用実態を調査し、Facebookなどの一般のSNS普
及前後での利用の変容を分析した。学内SNSでは投稿の頻度が少ない代わりに内省的な長めの文章の投稿が見られたこ
と、Facebookでは投稿頻度やコメント数は圧倒的に多いものの内省的な投稿はあまり見られないことなどが明らかにな
った。これらオンラインでの活動を探求の共同体フレームワークに基いて分析し、認知的存在感につながる活動そのも
のに対する指導だけではなく、グループ間の関係に影響する社会的存在感の向上にむけた支援を行い、教授的存在感を
高めていく必要のあることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The authors of this study investigated the type of activity that occurs on social 
networking services (SNSs), both a campus SNS and commercial SNSs (e.g., Facebook), during project-based 
learning (PBL) in a university by observing the students’ formal and informal use of such sites. The 
analysis revealed that the main platform for informal communication had shifted from the campus SNS to 
commercial SNSs. Further, the nature of such informal posts was different for each SNS. Students posted 
more frequently on Facebook; however, posts on the campus SNS were rather long and reflective. The 
authors also analyzed these posts based on the Community of Inquiry (CoI) Framework and reflected on the 
support required by students for online collaboration. The support of the teachers is necessary not only 
for progressing with the tasks (enhancing cognitive presence), but for enhancing social presence among 
the group members as well.

研究分野： 教育工学

キーワード： ソーシャルメディア　Project Based Learning　探求の共同体　インフォーマルラーニング　eポートフ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
ソーシャルネットワーキングシステム

（SNS）の普及に伴い、学生は学内外の多様
な知人とコミュニケーションを日常的に行
っている。SNS 上では、日常の何気ないやり
取りだけでなく、学習に関わる情報交換も行
われており、大学において学生中心の学びを
実現するには、こうした、いわば非公式（イ
ンフォーマル）な学習との連携を図るべきと
いう指摘もある。一方、高等教育におけるプ
ロジェクト型学習（Project-based Learning: 
PBL）が注目を集めており、例えば、中央教
育審議会による報告「学士課程の構築に向け
て」においては、学習の動機づけや主体的・
能動的な学びを引き出すため、「体験活動を
含む多様な教育方法を積極的に取り入れる」
ことが提言されている。 
以上のような「SNS の普及による非公式学

習の広がり」、「PBL による学生主体の学習へ
の期待」という状況を踏まえると、大学での
公式な活動としての PBL において、SNS に
おける学生達の非公式なコミュニティやそ
こでの活動との連携を試みることは、今後の
学習のあり方を検討する上で意義のあるこ
とであると考えられる 
 
２．研究の目的 
本研究では、学外 SNS による学生の非公

式で主体的な活動を学習の素材とみなし、大
学での公式学習との連携のあり方を追求す
る。PBL をデザイン・実践しながら、そこで
の SNS の活用状況を中心に分析し、効果的
な PBL 実践に向けて次の事項を明らかにす
ることを目指す。 
・ 公式な学習活動としての PBL における学

内外の SNS の位置づけ 
・ 学内外の SNS に表出された各種情報の学

習支援や振り返りのための活用法 
・ 学内外の SNS における教員支援のあり方 
非公式な活動での学内情報環境活用は、筆

者らのこれまでの取り組みで活性化しなか
ったことから、本研究では、こうした場とし
て学外 SNS の可能性を検討する。 
 
３．研究の方法 
本研究では、PBL 中の学外 SNS の活用実

態を調査した上で、それらの活用の学習への
影響を分析する。協働学習やオンライン学習
に関する先行研究・学習理論を参照して意味
付けを行い、教員としての介入や関わり方に
ついて検討する。 

 
(1) SNS 活用実態の調査 
 本研究の対象となる学生の PBL 期間中の
学内外の SNS の活用実態を調査する。PBL
としては、World Youth Meeting としょうす
る国際交流イベントの企画・開催・運営（以
下、WYM）、および、国際フィールドワーク
（海外途上国における約 2 週間の体験型研
修）を対象とする。 

一般の SNS の急速な普及に伴う学生の活
用状況の変化を把握するため、学内 SNS に
関しては、PBL が正課授業として実施される
ことになった 2008 年より、研究開始時点の
2011 年度末までの活用状況を調査する。学内
SNS に関しては、対象学生のアクセスログお
よび投稿データを入手可能であるため、これ
らをシステム的に取得して分析する。学外
SNS としては大半の学生が利用している
Facebookに着目する。学内SNSとは異なり、
ログの取得や投稿データをシステム的に取
得することは困難であるため、研究代表者、
研究分担者の双方あるいはいずれかが研究
開始時点で Facebook 上の＜友達＞となって
いる学生 10 名分の投稿を手動で取得し、そ
の特性を分析することとする。10 名の学生に
は同意を得た上で、投稿やコメントのやり取
りを定期的にデータファイルに保存しても
らう。これらのデータを収集して活用の実態
を分析し、以後の PBL の授業デザイン検討
のための基礎とする。 
 
(2) SNS 活用の学習における位置付け 
 PBL において学外 SNS を活用するように
なると、学生の当該 SNS の活用状況によっ
ては、協働作業の学外（海外を含む）メンバ
ーと作業・学習に関わる以外の情報（プロジ
ェクトの目的には直接的には関連しないイ
ンフォーマルな情報・日常的な出来事の何気
ない投稿など）も共有するようになることが
想定される。これは、教員が用意する協働学
習のための情報環境を利用していた際には、
あまり見られることはなかったもので、既に
学生達が日常的に利用している環境の上で
学習に関するやり取りが行われるからこそ
生じうることといえる。こうした環境の変化
が学習に及ぼす影響を考察し、学習における
学外 SNS の位置づけを明確にすることを目
指す。以上のような PBL 時の学生による学
外 SNS 活用状況の学習上の位置づけを検
討・解釈するためのフレームワークを探るべ
く、オンラインでの協働作業について多くの
実践・研究による知見の積み重ねられている
CSCL（Computer Supported Collaborative 
Learning：コンピュータを用いた協調学習）
分野の研究を調査する。 
 
(3) オンライン協働作業のデザインと実践 
 PBL を継続するとともに、実践・調査（(1)
に記述したもの）により把握した学内外の
SNS 活用実態を踏まえ、学習上の有効活用と
効果的な教員の介入方法を検討に向けて、
SNS 活用状況の踏み込んだ調査・分析を行う。
協働作業時の具体的な活用状況を分析する
ため、WYM における日本と海外の学生が共
同で行う英語プレゼンテーションに向けた
（海外学生の来日前の）オンライン協働作業
に焦点を当てる。オンラインでのコミュニケ
ーション内容の学習上の効果について、(2)
で検討する分析のフレームワークに従って



学生によるオンライン協働作業についての
評価・分析を行う。(1)で行う状況調査は、PBL
期間中の学生の一般的な SNS 活用状況であ
るが、ここでは、グループとして共通のタス
ク・ゴールを有する学生に焦点をあて、より
詳細な活用状況を調査する。協働作業に取り
組む学生への半構造化インタビューを実施
し、(2)で調査・検討するフレームワークに従
って結果の分析を試みる。大学における公式
な授業における取り組みであるため、今回は
日本人学生をインタビュー対象とすること
とした。半構造化インタビューにおける質問
項目を以下に示す。 
 
・ 利用したツール（email, Facebook, Line, 

Skype 他） 
・ そのツールを利用した理由と目的（他のツ

ールを使わなかった理由） 
・ 利用したツールの活用実態 

- グループメンバー全員で利用したか／
個別のメンバーとの間で利用したか 

- プロジェクトの課題についての議論／
日常的な対話他 

・ 発表用のファイルの（作成途上からの）共
有方法 

・ オンラインでの協働作業についての自己
評価 

 
(4) ポートフォリオの作成 
学外 SNS での活動実態を分析した次のス

テップとして、学外 SNS での活動やそこに
残された記録を、大学の公式な学習の振り返
りに活用するとともに、ポートフォリオとし
て整備していくことの可能性を追求する。多
様な人々とのコミュニケーションの中で、自
らの体験を多角的に捉え、深い振り返りが行
われることを狙いとして取り組む。また、
PBL などを通じて身につくと期待される汎
用的な力を実感することは難しいといわれ
ていることもあり、各 SNS 上の記録を踏ま
えたポートフォリオの作成を通じて、学びを
整理していくことを試みる。一般的に、非公
式な活動で発生している学びを学生自身が
認識することは難しく第三者の支援が必要
であると言われる。こうした支援方法を検討
するため、10 名程度の学生を対象として教員
からの支援を試行的に行う。ここでの事例を
踏まえ、学生同士、あるいは、上級生からの
支援（ピアサポート）により、展開・波及さ
せていくこととする。 
 
４．研究成果 
(1) PBL 中の SNS 活用形態の変容 

PBL 実施期間中に、学生が学外 SNS をど
のように活用しているか、その実態調査を行
った。近年、学生の多くが利用している
Facebook を対象とした。また、学内 SNS の
利用状況の経年的な変化についての分析も
行った。複数の協力者からデータを収集の上、
活用の実態を分析し、アンケート調査・分析

結果とともに、PBL との連携方法を検討する
際の基礎とすることを目指した。分析の結果、
PBL における学内 SNS のフォーマルな活動
は継続的に行われているものの、インフォー
マルな投稿は減少傾向にあることがわかっ
た。PBL 時には、参加者が利用可能な掲示板
（グループ）が作成され、活動状況の記録・
共有が行われるが、これらの投稿数は、作業
方法として定着した 2009 年以降は、概ね一
定数に保たれている（図 1）。これらは、プロ
ジェクトに関する公式な投稿ということが
できる。一方、個人としての投稿（日記）の
数は、2008 年以降、減少の一途である（図 2）。
日記は、あくまでも個人の領域であり、着実
な情報共有には適さないことから、これらは
非公式な投稿ということができる。 

図 1 フォーマルな活動記録投稿数の推移 

図 2 インフォーマルな投稿数の推移 
 
インタビュー調査と総合して考察すると、

これらインフォーマルな投稿は、Facebook
などの外部 SNS に移行していることがうか
がわれた。ただし、そのインフォーマルな投
稿が、学内 SNS に投稿されていたものと、
外部 SNS に投稿されるものとでは、大きく 2
つの点で異なることも明らかになった。具体
的には、「(1) 外部 SNS では、学内 SNS で行
われていたよりもはるかに頻繁なやり取り
が行われている」、「(2) 外部 SNS への投稿内
容はシンプルで短いものがほとんどであり、
学内 SNS においてみられた、PBL に関する
自らの（長い）投稿はほとんど見られない」、
ということである。  先行研究等より、(1) は、
PBL に取り組む学生同士、お互いの状況を日
常を含めて共有することで、協働作業におい
て有効に作用すると考えられる。(2)で減少し
た投稿は、体験型の学習時に重要とされるリ
フレクション（振り返り）を、より深く着実
に行うために有効と思われるものであった。 



 
(2) SNS 活用状況の学習的意味付け 
 上記の SNS 活用実態を学習という観点で
の位置づけを検討するためのフレームワー
クとして、先行研究調査を踏まえて「探求の
共同体（CoI: Community of Inquiry）」を用
いることとした。CoI では、有意義な学習体
験のためには 3 つの存在感、すなわち、社会
的存在感（Social Presence）、認知的存在感
（ Cognitive Presence ）、教授的存在感
（Teaching Presence）を高めることが重要
であるとされている（図 3）。簡潔に記すと、
社会的存在感はグループメンバー間の関係
性、認知的存在感はグループの活動目的、教
授的存在感は教員によるこれら活動のデザ
インや適切な指導・支援の程度と言うことが
できる。 

   
図 3 探求の共同体（CoI）（Garrison 2011） 

 
以下、PBL（WYM）時の学生による学生

の活動を、SNS 活用状況を中心に、CoI にお
ける 3 つの存在感の別に吟味する。 
 
＜社会的存在感＞ 
協働作業を行う際にも、自己紹介から行う

ことが多いが、これは、社会的存在感を高め
るための活動と言うことができる。学生が日
常的に活用する SNS を用いて自主的にコミ
ュニケーションが行われている現在では、日
常を共有したり雑談したり、活発に交流して
いる場面も見られる。教員の管理下で定型的
なやり取りに終始しがちであった以前と比
べて、社会的存在感の程度は高くなっている
ことが多いように思われる。 
＜認知的存在感＞ 
グループの活動目的は、イベント当日のプ

レゼンテーションの実践という非常に明確
なものであり、認知的存在感も十分に高いと
思われる。SNS でプレゼンテーション内容に
ついて意見交換する活動は、認知的存在感を
高めることになると言えるだろう。はじめて
の参加者で当日の状況をイメージしきれな
いような場合には、継続的なプロジェクトで
あれば、過去の状況を映像で共有することも
効果的であると考えられる。 
＜教授的存在感＞ 
プロジェクト全体の立案、デザイン、コー

ディネートが教員の大きな役割であるが、こ
れに加えて、学生の ICT を活用した協働作業

の状況、進捗に応じて適切な支援を行うこと
も教授的存在感に関わる重要な要素である。
目的を見失わずに高い認知的存在感を保つ
ためには、議論した内容の記録と共有、作業
過程で生成される中間成果物の取り扱い等、
教員が適切に状況を確認する必要がある。以
前であれば、ICT を活用した協働学習は教員
の完全な管理下で行われ、現状把握は容易で
あったが、学生が活発に SNS を活用する今
日では、より戦略的・計画的な対応が必要で
ある。干渉し過ぎると学生の自主的な取り組
み・コミュニケーションを阻害し、協働学習
を行う学生間での社会的存在感を低めてし
まうことにもなり兼ねない。学生とのオンラ
インにおける関係性の構築なども含めて、慎
重な対応を要する部分であると思われる。 
 
(3) SNS 活用の詳細と指導方略 
学生 14 名（1 年生 7 名、2 年生 4 名、4 年

生 3 名）へのインタビューを行い、WYM に
おけるオンラインでの協働学習を、CoI にお
ける 3 つの存在感の別に吟味したところ、3
つの存在感は概ね高く保たれているように
思われた。特に、教員の管理下で ICT 活用を
行っていた時代と比べ、学生が日常的に利用
している SNS を活用したコミュニケーショ
ンが行われていることで、社会的存在感は大
きく高まっているように思われる。ただし、
こうした SNS でのコミュニケーションは学
生の主体性に委ねられるところが大きい分、
学生の性格・特質によっては、目的外のコミ
ュニケーションは行われず、結果として社会
的存在感がこれまで以上に欠如していると
思われるグループも見られた。特に、WYM
にはじめて参加する 1 年生は、グループ内の
海外参加者がホームステイすることに決ま
っていた家庭の学生 1 名を除き、非公式なコ
ミュニケーションは行われていなかった。そ
の結果、当該の 1 名を除く 1 年生は、海外参
加者の来日前、オンラインでのやり取りは十
分に行えなかったとの評価であった。 
プレゼンテーションを実施するという目

標は明確であるものの、社会的存在感が十分
に得られずに、協働作業に十分に関われない
状況が続くと、認知的存在感にも影響を及ぼ
す恐れがある。実際、海外参加者の来日後に
は十分なやり取りが行われたものの、来日前
の段階では、2 年生が話し合って決めた内容
を自分は喋ればよい（プレゼンテーションす
ればよい）という意識であったという声も聞
かれた。異文化を持つ海外学生との議論の過
程にも意義があり、目的の 1 つであることを
着実に意識させる必要があると言える。 
以上から、海外参加者と頻繁に連絡を取る

など中心的な役割を果たす場合や、一定の関
係が構築された後は SNS により社会的存在
感が高く維持されるものと期待されるが、特
に初期においては、社会的存在感の向上のた
めの支援が必要であると言えるだろう。ネッ
トワークを通じて協働で作業する力は、21
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世紀スキルの中にも位置づけられるなど、今
後も重要性を増していくと思われる。タスク
の直接的な遂行のためだけではない、こうし
たコミュニケーションも協働作業のために
必要なスキルとして指導していく（教授的存
在感を高めていく）ことの必要性が示唆され
た。 
 
(4) ポートフォリオの作成 

e ポートフォリオに関する先行研究や支援
システムを見てみると、① 公式・非公式な
学習・活動の過程の記録を主に自分用として
蓄積する段階と、② 外部に見せることも念
頭に置きつつ、振り返りの促進のために整
理・編集する段階とに分けて考えることが多
い。本研究では、学内外の SNS への投稿だ
けでなく、活動の過程で作成される成果物・
中間成果物を効率的に記録させるためのガ
イドラインを検討・整備した。一般的に、各
種活動で発生している学びを学生が個人で
認識することは難しく、第三者の支援が必要
と言われているため、学生が主に自分用とし
て蓄積する記録に関しても、教員や他の学生
が適切な範囲で参照できるよう、クラウド環
境を活用して実践した。実践校では、組織と
して Google Apps を導入しているため、これ
を学内 SNS をという位置づけとして活動の
記録を行わせることとした。写真や動画を容
量を気にせずに蓄積でき、スマートフォン用
のアプリケーションでも操作できるため、特
に、写真・動画データに関しては従来とは比
べ物にならない量が共有され、PBL 中でも無
理なく蓄積できることが確認できた。 
蓄積されたデータの活用に関しては、10

名程度の学生と取り組んだ。ただし、まとめ
るプロセスの認知的な負荷は高く、一定レベ
ルで整備できた学生は 3 名にとどまった。学
生が個々に自律的に振り返り、さらにまとめ
を行っていくことは、本実践からも困難であ
ることが確認された。個人別で行うことは、
現状では敷居が高く、グループでの活動過程
で自然とデータが蓄積されるような手続き
を整備しておくこと、蓄積された記録を元に、
正課の授業内でも振り返りを行うなど、教員
による支援方略を考えることの必要性が示
唆された。 
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